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論文要旨

　本稿の目的は、組織事故を防止するためにどのような形で規制を設計すればよいか、ということを、組織論の視点から検討することである。ここで、組織事故とは個人の行為によってではなく、組織的な行為、言い換えれば組織的な意思決定に基づく行為により発生する事故を意味している。

このような組織的な意思決定により引き起こされる事故の防止を考えるためには、まずどのような形でそのような事故が引き起こされるかを考えなくてはならない。しかし、事故の防止に関する法と経済学・法社会学の研究(e.g., Cooter and Ulen, 1988; Shavell, 2004; Manning, 1989)においては、規制対象としての組織の内部構造や組織内での意思決定過程にはそれほど注意を払ってこなかったように思われる。一方、組織事故に関する安全工学や社会学 (e.g., Reason, 1997; Vaughan, 1996)における研究では、組織の内部構造や意思決定過程について考えてはいても、そこに十分な理論的裏づけが与えられていない。そこで、これらの組織事故に関する研究を出発点としながら、近代組織論(e.g., Barnard, 1938; Simon, 1947; March and Simon, 1958)のフレームワークを利用して組織事故の発生を理論的に整理し、そこから組織事故の防止に関する規制の設計について論じることにする。

組織論の視点からは、組織事故とは組織的意思決定におけるエラーと位置づけられる。このようなエラーは必ずしも反社会的な価値観から発生するわけではなく、むしろ誤った情報伝達や標準作業手続のような意思決定のプログラムの誤った適用によって引き起こされる。このような組織的意思決定のエラーとしては、誤った情報に基づく不適切な判断 (タイプA)、意思決定プログラムからの逸脱(タイプB)、適当でないプログラムの適用(タイプC)の3種類があるが、組織は多くの事態に対して何らかの意思決定プログラムを用意していることからすれば、とりわけタイプBとタイプCのエラーを防止することが重要になる。

一般に、タイプBのエラーによる事故を防止するためには、標準作業手続やマニュアルを遵守させればよい。このための規制は、厳格に意思決定プログラムの遵守を求めるという形で比較的容易に設計することができる。しかし、タイプBとともにタイプCのエラーによる事故も防止しようとする場合には、場合によっては標準作業手続からの逸脱を認めるような柔軟さが必要になってくる。このためには、厳格な規制を維持したまま、標準作業手続自体に異常時対応ルールを設けるという方法や、事故防止のための「適切な措置」を要求するが、適切な措置の内容は組織側に判断させる方法等が考えられる。

